北海道議会での「国会における憲法論議についての意見書」
の採択に対する自治労北海道本部の抗議声明
昨日（2019年10月4日）の北海道議会本会議で、「国会における憲法論議についての意見書案」が、自民党と公明党の賛成で採択された。国会でも見られる数の力を使った強引な手法は、国民の意見に耳を貸さぬ安倍一強政治の横暴が、北海道議会においても強行されたもので、強く抗議する。
この間、地方議会での憲法改正の早期実現を求める決議の取組みを進めてきたのが、日本会議で、地方支部を通じて地方議会の議員に盛んに働きかけを行ってきた。北海道議会においても、過去幾度となく「意見書」提出の動きがあり、頓挫してきたが、今般の臨時国会での議論を加速させる狙いから、北海道議会での採択の強行に至った。
「意見書」は、「今日に至るまでの70年を超えるこの間、一度も改正が行われていない」と指摘しているが、それは多くの国民が、憲法の理念を尊重してきたためである。戦後70年近くにわたって戦争が行われず、また戦争によって殺し、殺されることがなかったのは、この平和憲法が不変であったからで、世界に誇るべき憲法だからだ。
しかし、安倍首相は、「2020年を新憲法が施行される年にしたい」と述べるとともに、10月4日の所信表明演説でも、「国会議員がしっかりと議論し国民への責任を果たそう」、「令和の時代に日本がどのような国をめざすのか、その理想を議論すべき場こそ憲法審査会だ」と述べ、改めて改憲に強い意欲を示した。
ただし、時事通信社の直近の世論調査では、安倍政権下での憲法改正について、「反対」が４１．３％と「賛成」の３２．１％を上回っていて、性急な改憲には慎重な世論が根強いことがうかがえる結果となっている。
こうした状況下、北海道議会で、改憲議論を促す「意見書」を採択したことは、国民・道民の不安感に背を向け、安倍政権がすすめる「戦争できる国づくり」に手を貸すものと言っても過言ではない。
意見書は、多くの国民・道民の反対の声を無視したものであり、北海道議会の見識が問われるだけでなく、北海道議会の歴史に重大な禍根を残すものとなった。
私たちは、強く抗議するとともに、日本国憲法の精神を生活に生かす政治の実現に向けた取り組みを、ひきつづき展開していく。　
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